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本研究は，ソフトウェア構築における法律系研究グループと工学系研究グループの連携による
課題解決及びその手法の他分野への展開を目的とする．本研究においては，ソフトウェア構築に
おける紛争を解決するためのソフトウェアタグとは何かについて探索するため，法律系研究グ
ループを創設した．法律系研究グループは，法律家の観点から課題解決に協力を行った．具体的
には，判決を分析し課題を抽出し，その課題を工学系研究グループと議論することによって，課
題の解決に成功したので，その事例を報告する．また，その分析を通し，法律系研究グループと
工学系研究グループの連携手法の他分野への適用性について論ずる．

Apurposefbrthisresearchistoresolvesoftwaredevelopmentissuesstudiedbyalegal
researchgroupandatechnologyresearchgroup・Anotherpurposeisexpandingthosetechniques
todifYerentissues・Wehaveestablishedalegalresearchgrouptofindasoftware-tagindetailas
asolutionfbrsoftwaredevelopmentissues・Membersofalegalresearchgroupparticipatedinthis
matterasalegalexpertsastheyanalyzedthejudgments,broughtupproblems,discussedproblems
withatechnologyresearchgroup,ａｎｄsucceededintheproblem-solving・Finally,wewilldiscuss
adaptingthesecollaborativetechniquestodifYerentissues．
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はじめに

現在，ソフトウェア開発は，短期間にしかも専門
性が求められるようになり外部委託が当然のように

なってきている．ソフトウェア開発発注者（以下，

｢ユーザ」という.）がソフトウェア開発受託者（以

下，「ベンダ」という.）に発注する場合，ユーザの

情報システム部門を対象にした実態調査では,品質，

コスト，納期の全てにおいてユーザが満足できるの

は31.1％であり，ソフトウェア開発の外部委託の困

難さが示されている')．

その理由の一つは，通常の製品化と異なり，シス
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テム開発の制作過程が見えないことにあるといわれ

ている．それを解消するため，過程の見える化に関

する研究（EmpiricalApproachtoSoftwareEngi‐
neering（EASE）プロジェクト）が行われてきた2)．
筆者らは，それをさらに進め，過程の見える化のた

めに作成されたデータをユーザとベンダが共有する

ことにより，開発の透明'性を確保すると共に，その

データをタグとしてソフトウェアに添付･し，流通さ

せることにより，ソフトウェアの品質担卿保を行う研

究（Softwaretraceabilityandaccountabilityfor
globalsoftwareEngineering（StagE）プロジェク
ト）を2007年より行ってきた．ここでは，法律系，

工学系の連携プロジェクトが作られ，法律系研究グ
ループが判決を分析することによって課題抽出を図

り，工学系研究グループと共同して課題解決を図る

ことが行われた．本論では，はじめにStagEプロ
ジェクトについて研究の枠組みを述べ，次に，今回

の試みで実証できたことについて述べる．最後に本

試みの他分野への応用について提案を示す．

ア開発に関する実証データから，ソフトウェアやそ

の開発プロジェクトの特徴量を算出し，ユーザにも

理解しやすく，可視化や評価にも利用しやすい形式

でとりまとめた情報パッケージである．なお，開発

途中に進捗報告書に添付．するといった利用形態も考

えられる．

ソフトウェアタグの元となるデータは，次の３種

類に大別される．

①開発期間，開発規模，開発工数，総不具合数等

の開発プロジェクトの基本データ

②システム構築の記録(ログ)，打合せ記録等の進
捗データ

③要求仕様書,設計ドキュメント,プログラムコー
ド，テスト報告書等の中間成果物や最終成果物の

作成・更新履歴

プロジェクト計画時，ベンダは，当該プロジェク

トと類似するプロジェクトで生成されたソフトウェ

アタグを，自らの開発・管理能力を示す実績データ

として開発・管理計画書に添付することができる．

一方，ユーザは，保有するソフトウェアに添付され

ているソフトウェアタグの情報と開発・管理計画書

を比較することで，自らの組織や業務領域（ドメイ

ン）において，開発・管理計画が妥当かどうかを確

認することができる．

プロジェクト実行時，ベンダは，当該プロジェク

トである時点までに生成されたソフトウェアタグを

進捗報告書に添付することで，報告書に嘘偽りはな

く，自らの業界や社内標準に照らして妥当であると

示すことができる．一方，ユーザも，自らの業界や

社内標準に照らして進捗報告書の妥当性を確認する

ことができるだけでなく，開発リスクを早期に検知

し，必要な改善要求をベンダに出すことが可能とな

る．なお，ベンダが開発作業の一部を外部の二次ベ

ンダに委託している場合，二次ベンダからのソフト

ウェアタグ付報告に対して，一次ベンダは二次ベン
ダに対してユーザの立場となる．もし妥当性の確認

できない進捗報告があれば，その原因を究明し，対

策を講じることで説明責任やコンプライアンスの体

制を強化することができる．

StagEプロジェクトでは，ソフトウェアタグによ
る開発データの共有を実現する基本技術として,「ソ

2．ソフトウェア構築可視化における

研究の取組み

義

StagEプロジェクトとは，文部科学省からの委託

により奈良先端科学技術大学院大学と大阪大学が

2007年から５年計画で実施している研究開発プロ

ジェクト「次世代IＴ基盤構築のための研究開発：

ソフトウェア構築状況の可視化技術の普及一エンピ

リカルデータに基づくソフトウェアタグ技術の開発

と普及｣である3)．その目的は，ソフトウェア開発が

適正な手順で行われたかどうかを表す実証データを

ユーザ・ベンダ間で共有する枠組みを構築し，その

基盤となる技術を世界に先駆けて開発することであ

る．ここで，ユーザ・ベンダ間でのデータ共有のメ

ディアとして提案されているのが「ソフトウェアタ

グー,である．図１にソフトウェアタグの概念図を示

す．

ユーザがベンダにソフトウェア開発を要求したと

き，ベンダはソフトウェア開発終了後にソフトウェ

アタグをソフトウェア製品に添付し，ユーザに提供

する．ここで，ソフトウェアタグとは，ソフトウェ

ユーザ

－２２－

図１ソフトウェアタグの概念図
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フトウェアタグ規格｣，「ソフトウェアタグ利用シナ

リオ｣，「ソフトウェアタグ支援ツール」の研究開発

を進めている．2008年10月に｢ソフトウェアタグ規

格第1.0版｣が公開された4)．ソフトウェアタグ規格

第１．０版は，対象ソフトウェアが開発されたプロ

ジェクトの特’性と開発時の進捗状況を表す計41個

のタグ項目で構成されている．タグ項目ごとに，元

となる実証データの具体例が記載されており，ソフ

トウェアタグ利用シナリオやソフトウェアタグ支援

ツールと共に，実際の利用に供される．

３．課題解決のための研究手法

(1)法的問題検討委員会の設立

以上の活動に先立ち，ベンダとユーザの紛争解決

に役立つのはどのようなソフトウェアタグであるの

かという観点から，大学法科大学院教員,.弁護士等

法律研究グループ７名(以下,｢法律系研究グループ」

という.）と大学情報科学大学院教員等工学研究グ

ループ５名(以下，「工学系研究グループ」という.）

とからなる文理融合の法的問題検討委員会（以下，

.｢法的問題検討委員会」という.）を立ち上げた．な

お，このような試みが従来行われていたかどうかに

ついて，以下の検索を行った．国立情報学研究所

CiNii5》にて，「法学」（若しくは｢法律｣)，「工学｣，

「連携」のキーワードで検索を行った結果,7件の文

献が抽出された｡第一法規D1-Law法律判例文献情

報6)にて，同様のキーワード検索の結果０件だった

ので，「法学」（若しくは｢法律｣)，「連携｣のキーワー

ドで112件，「工学｣，「連携｣のキーワードで検索を

行った結果１件の文献が抽出された．分析の結果，

該当する文献は見つけることができなかった.仮に，
法律系研究者と工学系研究者が協力した活動が実態

として行われていたとしても，プロジェクトとして

立ち上げ，その活動を分析した報告例はないと考え
られる．

(2)ソフトウェア構築における紛争の調査

法律系研究グループは，ソフトウェア構築におけ

る紛争についての文献調査や，ソフトウェア開発企

業にヒアリング等を行うことによって，ソフトウェ

ア開発における紛争の実態をリサーチした．紛争実

態のリサーチ結果例を図２に示す．

紛争は，大きくソフトウェア構築までに生ずる場

合（未使用システム）と，実際にソフトウェアが稼

動し出した後に生ずる場合（システム故障）に分け

られる．前者は，さらにソフトウェアが完成するこ

となく破たんする場合と，一応完成はしたがユーザ

が要望したものと異なり，全く使用されない場合に

分けられる．後者は，使用後に大きな事故を起こす

場合であるが，ソフトウェアに潜在的に欠陥がある

場合と，ユーザの使用方法が適切でなかった，ベン

ダの事故後の対応が適切でなかった等の場合に分け

られる．

(3)ソフトウェア構築における判決の分析

ソフトウェア構築の際に発生した紛争についての

調査を行った裁判例を表１に示す．平成２年以後の

ソフトウェア開発委託取引について争われた裁判事

例20件を判決の新しい順に並べ,ユーザの協力につ

いての裁判所の判断を示したものである．これらの

裁判事例は，ＴＫＣ法律情報データベース8)におい

環境･政策･市場の動向

要件変更の多発

要件定稜不足(あいまい,間違い）

紛争の事例

、

未使用システム

システム故障

使用していない

システム

潜在欠陥によるもの

使用･対応の不適切

環境･政策･市場の動向

要件定義不足(漏れ）

潜在要件(処理涼度など)の未充足

件の未速成

要件未充足(開発未完）

必要要件が提示されていない

要件抽出(定稜)不足

潜在要件の理解不足

外部要因(要件変更,ハードウエア故障.第３者ソフトの欠陥）

索貢霊雨;;詞
~遍雨重雨雨雨嘉雨－１
~:両軍雨悪雨扇扇室可

図２ソフトウェア構築における紛争の分類
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表１裁判上争点となったユーザの協力についての判決上の判断

判決

プリペイドカードシステム事件(東京地裁平14(ワ）

28330号平17.9.21判決）

書籍仕分システムデータ処理事件（東京地裁平

1４（ワ）2077号平17.4.22判決）

顧客管理システム事件(東京地裁平1５（ワ）2334号

平17.3.28判決）

生化学自動分析装置遠隔監視システム事件（東京地

裁平1６（ワ）5848号平17.3.24判決）

ハードウェア販売管理システム事件（東京地裁平
1０（ワ）23871号平16.12.22判決）

共済システム損害賠償請求事件(東京地裁平12(ワ）
20378号平16.3.10判決）

総合行政情報システム事件（名古屋地裁平1１（ワ）
3685号平16.1.28判決）

スーパーマーケット商品管理システム事件（東京地

裁平1１（ワ）2327号平15.11.5判決）

土木出来型自動作図ソフトウェア事件（大阪地裁平

1１（ワ）965号平14.8.29判決）

総合行政情報化システム損害賠償請求事件（名古屋
地裁平1１（行ウ）第49号平14.5.31判決）

石材販売管理システム請負代金謂求事件（東京地裁

平1０（ワ）第22251号平14.4.22判決）

レンタルサーパデータ消滅事件(東京地裁平12(ワ）

第18468号平13.9.28判決）

販売管理システム損害賠償請求事件（広島地裁平８

(ワ）第805号平11.10.27判決）

教材販売システム売買代金請求事件（東京地裁平６

(ワ）8866号平9.9.24判決）

運送業営業管理システム損害賠俄請求事件（東京地

裁平４（ワ）第14387号平9.2.18判決）

水力発電工事管理システム事件(東京地裁昭63(ワ）
10976号平7.6.12判決）

コンピュータシステム代理店契約債務不履行事件

(東京地裁昭6３（ワ）11776号外平6.1.28判決）

文字・図形パターンデータ作成損害賠償本訴請求事
件(東京地裁昭6２（ワ）第6311号平5.1.28判決）

キャプテン文字入力システム代金請求事件（東京地

裁昭6２（ワ）第473号平3.2.22判決）

集荷指令システム損害賠償請求事件（東京地裁昭

6１（ワ）6549号平2.3.30判決）

ユーザの協力についての裁判所の判断（一部筆者改変）

無し

ユーザには技術を持つ部長等の技術スタッフがいたのであるから，技術者
レベルの意思疎通が十分できる状態であれば,前記作業は必要がなかった．

(意思疎通が十分に行われていなかった.）

無し

無し

コンピュータのシステム開発においては，不具合の発見については，コン

ピュータのシステム開発が外見からは直ちに不具合が明らかにならない性

質のものであることに照らし，ユーザが自ら実際のデータを用いてシステ
ムを使用することにより不具合がないかどうか点検する必要があることに

ついては首肯できる．

本件電算システム開発契約は，オーダーメイドのシステム開発であるとこ

ろ，ベンダのみではシステムを完成することはできないのであって，ユー
ザが開発過程において,内部の意見調整を的確に行って見解を統一した上，

ベンダと共に，要望する機能について検討して，最終的に機能を決定し，
さらに，画面や帳票を決定し，成果物の検収をするなどの役割分担が必要
である．本件電算システムの開発は，ユーザとベンダの共同作業というべ

き側面を有する．

ユーザは，本件電算システムの開発過程において，資料等の提供その他の
本件電算システム開発のために必要な協力をベンダから求められた場合，
これに応じて必要な協力を行うべき契約上の義務（協力義務）を負ってい

たというべきである．なお，この判決については生田が詳細な検討を行っ
ている7)．

ベンダの提案するシステムを導入するにあたり，パッケージソフトのカス

タマイズを要するか否か，内容，程度，費用がどのようなものになるかど

うか検討し確定させるのは，ユーザが仕様確認等の交渉を経てされること
が予定されていた．

ユーザも，一つの企業体として事業を営み，その事業のためにシステムを

導入する以上，自己の業務の内容等ベンダがシステムを栂築するについて
必要とする事項について，正確な情報をベンダに提供すべき信義則上の義
務を負うものと解される．システムを構築する前提としてのユーザの業務
の実態が正確にベンダに伝達されなければ，ベンダにおいて，ユーザの業
務に適合するシステムを構築することは困難である．

仕様確定後でも，ユーザとペンダの当事者間の打合せによりある程度修正
が加えられるのが通常である．

無し

無し

無し

無し

ユーザも一つの企業体として事業を行い，その事業のために本件システム

を導入する以上，自らも，積極的にベンダとの打合せに応じ，本件システ
ムへの切替えにむけてベンダに協力すべき信義則上の義務を負担している
ものといえる．

無し

無し

ユーザが満足するシステムの構築にはユーザの意見協力が不可欠である．

無し

ユーザからの本件システムに関する仕様書類の提出が遅れ，更に，その指
示が度々変わり，その変更のため，従来作成したプログラムが無駄になっ
たりしたことによるという事実は，プログラムの作成が遅延したことにつ

き，ベンダの責任を免除するための根拠となり得る．

ベンダはユーザに対し，集荷指令プログラムに関して質問すれば，いつで

も回答を得られる状態にあった（にもかかわらずベンダはユーザの協力を
求めなかった.)．

－２４－



産学連携学Vol､７，No.１，２０１０

て，まず，キーワードは，プログラムかソフトウェ

アかハードウェアのいずれかを含み，暇庇，仕様，
開発の全てを含むものより５０件が抽出された.さら

に，知的財産権に係る紛争を除外し，１，５，６，８～１６

の１６件を得た．さらなる調査9)により２～４，７の４

‘件を追加し２０件とした（2008年４月時点)．

なお，２０件の判決は，図２の上部の未使用システ

ムに関するものであった．判決は，ソフトウェア構
築が失敗して稼働しなかった開発の破たんがほとん

どであった.システム故障によるものは判決がなく，
よって事件内容を詳細に知ることができないため，

分析対象としては，ソフトウェア構築における未使

用システムの紛争解決に重点を置くこととした．

ここで判決を分析すると，ユーザの協力が十分で

ない場合にソフトウェア構築が失敗することが多

く，判決20件のうち，その半数である１０件におい

てユーザの協力について言及していることがわかっ

た．ユーザとベンダの協力の重要Ｉ性や役割分担につ

いては，既に経済産業省報告書'0)に述べられてい

る．判決におけるユーザの協力については，生田１１）

によって，プログラムの解析・改造作業に必要な資

料の提供，システム設計及びプログラム仕様書の提

出，データの登録など必要な資料やデータの提供，

データ登録のためにベンダとの打合せに応じるこ

と，要求内容を明確にして打合せをすること，要望

事項を肥大化させないこと，データ運用方法の仕様

を確定すること，ベンダから解決を求められた懸案

事項について適時・適切な意思決定を行うことがあ

げられている．ここで，ユーザの協力の必要'性につ

いては述べられているが，実際にユーザの協力があ
るかないかを測ることについては触れられていな

い．そこで，ソフトウェアタグを用いてユーザの．協

力状態を可視化し，・協力が少ない場合にはそれを改

善することができれば，紛争･処理に係る労力を軽減

し，ひいては動かないコンピュータを減らすことが

できるのではないかと考え，具‘体的にユーザの協力

・状態の可視化について検討･することとした．

なお，今回，判決の分析において，ソフトウェア

構築における最初の破たんの兆候であるファースト

クラッシュを見つけ出すことが課題としてあげられ

た．これがわかれば，その時点で第三者が仲裁，調

停に入ることができるので，有効であると考えられ

たためである．これについても検討を行ったが，有

効な可視化が困難であるとして開発を断念した．

について51.9％ある'2)．コストをかければ，納期，

品質についても満足のいくものとなることが予想さ

れることから，アンケートでは，ベンダが行った当

初の見積金額がソフトウェア構築が進むにつれて上

昇することについて，質問した．ベンダは，７４％に

差異が発生したことがあると回答している．その理

由を，図３に示す．

図から明らかなように，ＲＦＰ（RequestForPro・
posal：提案依頼書)の不十分，ユーザの回答不足，
契約後の要求及びベンダに任せきりとの回答の合計
が69％であり，ユーザに原因があると考えられる．

一方，ユーザは，５８％に差異が発生したことがあ

ると回答している．その理由を，図４に示す．

ＲＦＰの不十分,ユーザの現場からの予想外の要求
及びベンダに任せきりの割合の合計が61％とユー

ザに原因があると考えられる．

よって，ベンダ，ユーザ共に，紛争の原因の主な

ものである見積りの差異が生じる理由について，
60％以上がユーザに関連するものであることがわ

かった．実際のソフトウェア構築の現場でもソフト

ウェア構築の失敗の多くがユーザの協力の不十分さ

に関するものであることがわかったので，その点を
解消すべく研究を進めた．

(5)課題解決の例

以上の結果を元に，ユーザの協力について法律系

研究グループと工学系研究グループが議論の上，課

題を解決するために,以下の３つの可視化を行った．

なお，以下の実験例においては，仮想データを用い

調査・分析

しで若手
７％

渓の回答

不足
１４qも

図３見積り金額と実際の差異の発生した理由（ベンダ

回答）

９
－

(4)アンケートによる分析

検討するに当たり，判決が全ての紛争を代表して

いるわけではないので，実際のソフトウェア構築の

現場でも同じ問題意識があるかどうかについて検証

することとした.具体的には,2008年１２月から２００９

年３月にかけて，インターネットを活用したアン

ケートを行った．ユーザ９１名，ベンダ224名，合計

315名から回答を受け取った．

ソフトウェア構築における失敗は,調査によれば，

コストについて63.2％，納期について54.6％，品質

の分析
十分

２８％

図４見積り金額と実際の差異の発生した理由（ユーザ

回答）

､
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●:仕様変更回答(ペンダ･対応要）

J;ＪＩｐ"・ＳＯＧＩ"“Ｐ、｡，リノｂＺＺｊＶひ.１，２０１０
、

て説明を行う．実際には，同様の手法を用い，ソフ

トウェア開発企業の実データを用いて実証を行った

が，守秘契約を結んでいるため，その内容について

は，ここでは公表できない．ソフトウェア開発に係

る実データは,ベンダのノウハウが入っているため，

ユーザとベンダ以外の第三者には公開されないこと

が通常である．

のグラフのＹ軸（指摘数）は同じ縮尺である．全体

的には，ベンダレピューで設計もれや設計誤りが指

摘され，ユーザレピューでは設計改善の割合が増加

している．しかし，ユーザの要件が正確に伝わらず，

ベンダの作成した設計書がユーザ側の予想より複雑

だったり，ベンダが業務知識不足だったりすると，

機能Ｂや機能Ｅのように指摘数が減少しなかった

り，設計もれが多くなったりする．

本ケースのように，上流工程（要件定義直後）に

要件伝達，要件への追加・改善などがどのくらい行

われたかを計測することによって，後の工程での要

件の確定状況を把握することができる．

ａ）ユーザ・ベンダの合意プロセスの可視化

ユーザとベンダの仕様変更依頼プロセスの可視化

を行った例を以下に示す．図５は，テスト工程以降

の仕様変更依頼票を可視化している．黒色の枠マー

クがユーザからの仕様変更依頼を示す．灰色の枠

マークはベンダからの回答を示す．塗りつぶされた

仕様変更依頼は，最終的に対応を行う合意が取れた

ものである．塗りつぶされていないものは対応を行

わない，もしくは保留とされたものである．この分

析から，テストエ程途中での仕様変更がユーザ側か

ら発生し，いくつかの対応をベンダが行っているこ

とが分かる．一方，テスト後半での仕様変更依頼は，

ほとんど対応されないか,保留になっている．また，

いくつかの依頼に対しては，対応可否の判断を下す

までに，時間がかかっていることが分かる．

このように，可視化することによって，ユーザは

仕様変更の発生に対してベンダの調査・双方での検

討にコスト・時間がかかることを認識することがで

き，ベンダは工程や全体的な状況から対応の可否を

慎重に検討して対応することが可能になる．

ｃ）ユーザの協力による要件定義後のプロセスの

可視化

図７はテストエ程での要件変更（仕様変更）を原

因別に分類したものである．本ケースのように，下

流工程での要件追加・変更の原因割合を計測するこ

とによって，ユーザ・ベンダ双方の要件追加・変更

に関する役割の度合が把握でき，次回開発に向けて

のプロセス改善，特に要件定義工程の重点内容や要

件変更リスクの予測につながる．また，裁判におい

ては，要件仕様の変更がユーザとベンダのどちらの

責任となるか争われることが多いが，機能について

漠然と責任を争うよりも，その原因を詳細に分析し

ている方が，責任について，より正確な判断を行う

ことができる．

以上の成果を協力企業において実施していただい

たが，好評を得たので，現在，より広い普及を図っ

ｂ）ユーザの協力により要件定義が固まっていく

プロセスの可視化

要件定義に基づくシステム設計のレビューは，ベ

ンダ内レビューとユーザ・ベンダ間レビューの２段

階で行われ，図６がその分析例を示している．２つ

ているところである．

◆:仕様変更依頼(ユーザ･対応要）
◇:仕様変更依頼(ユーザ･対応無）◇：仕様変更回答(ペンダ･対応無）

－－ーーーーーーーーー鹿＝やＪ、

!」

◇２仕様恋軍回穏【＞：1士ワ・瀧
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号

、”

経過日数（日）

図５テスト工程以降の仕様変更依頼票の可視化
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(a)不良現象別ベンダレピユー指摘数（b)不良現象別ユーザレビュー指摘数

図６レビュー議事録を用いた分析例
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圃６.使い勝手/見た目の改善

５.処理不足/処理機能追加
図／処理中断対応
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50％

騨鑓
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法律系研究グループと工学系研究グループ

連携による課題解決の成功要因に関する考察

20％

４．

､隊

機能Ａ 機能Ｂ 機能Ｃ機能Ｄ機能Ｅ機能Ｆ機能Ｇ機能Ｈ

図７テストエ程での要件変更（仕様変更）の原因別の分類
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(2)分析フレーム

今回の取組みの成功要因としては，次の３つをあ
げることができる．

まず第一番目に，法律系研究グループの位置づけ
を明確にしたことである．法が技術にどのように関
わることができるかについては，高木'3)が先駆的で

ある．高木は法と技術の関係について，①法は技術
の利用に起因する事故や災害について事後的になぜ

そのような事態に至ったのか明らかにする，②法は
そのような事態が生じることを防ぐために事前に技

術の利用に一定の歯止めをかけようとする，③法は
技術の利用が人々の生活の向上や国家の繁栄をもた
らす点に着目しそれを促進しようとする，ことがあ

ると論じている．この考え方を今回の事例に当ては
めると，まず①として，法律系研究グループが紛争
の事後的な結果である判決等を分析する．これは事

実関係を読み,論点を知り，判旨を読む行為を含む'4）
が，この能力はいわゆるリーガル・マインド（法的

思考．法律の適用に必要とされる，経験に基づく柔

(1)分析の手順

以上の活動を具体的なフローとして表すと以下の
図８となる．法律系研究グループは，紛争について

調査を行い，次に判決を分析する．ここから法的問
題検討.委員会において，法律系研究グループは，工
学系研究グループと協・働しながら，課題の抽出，課
題の解決方法の検討，構築過程の可視化の検討を行
う．次に実際に現場のニーズに合っているか，また
その作業量等から現場でその導入を受け入れること

が可能かどうかを検討する．既に別の手法で課題解

決がされているもの，可視化が困難であるもの，現
場での実用化の可能性が低いものは，再度，課題抽
出に戻り再検討･することとなる．最後に構築過程の
可視化による課題解決を行い，工学系研究グループ

は実際に現場への適用を行う．これらの分析手順は，
紛争解決の手がかりになるものと期待される．
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(3)他分野への展開

以上の考察を他分野に展開する．ここで対象とな

る技術開発は，紛争解決を目指す点で対立構造を持

つものである．法律系研究グループはある基準を元

に紛争を解決することを得意とするから，対立構造

を取るものについて法律系研究グループが関与する

意義が大きくなる．

次に，対象となる技術開発はソフトウェア構築の

ように制作過程が見えない制作物に関するものであ

る．例えば，製品に欠陥があるものについて紛争が

甲
甲

－２８－

捕築過程の

可視化の検討

三番目に，仲介者の存在である．神谷らは，産学

連携において成功するためには,テクノロジー･アー

ピトラージを行う仲介者の必要性を指摘してい

る'7).今回の研究において特徴的なのは,法律系研究

グループを設立した１人が法律と技術の両方の素養

を持つ弁理士であったこと，そして法律系研究グ

ループの法律専門家の中にソフトウェア業界出身者

（２名)がいたことがあげられる．法律系研究と工学

系研究という異なる学問分野において，これらの者

が情報の共有を行ったため，異分野の研究がスムー

ズに行われた．また，福重らがいう解釈コードにお

いても，情報はどのように解釈すべきかについて，

解釈のルールが重要となる'8).福重らは,必ずしも仲

介者を必要とするとは言っていないが，仲介者があ

れば解釈をより円滑に進めることができるので，こ

の点に配慮したことも成功要因の一つと言える．

白
歯
由

図８法的問題検討委員会等での分析の手順

軟かつ的確な判断１s))と呼ばれるもので,法律系研究

グループ自身は気づかなかったが，工学系研究グ

ループとのディスカッションの中で，工学系研究グ

ループが非常に啓発されたものである．次に②とし

て，そのような紛争を事前に防止するために，どの

ような行為がよいのかの検討を行い，それを工学系

研究グループが実現した.実際の現場での適用には，

技術面，コスト面，導入への心理面も含め，工学系

研究グループの関与が不可欠である．そして，③と

してその技術の適用により，人々の利便性を向上さ

せる，ここではユーザとベンダの双方にとってのメ

リット向上を目指す．

二番目に，研究プロジェクトの中に，法律系研究

グループと工学系研究グループとからなる文理融合

の法的問題検討委員会というディスカッションの場

を設定したことである．

産学連携のような異種の連携における場の必要性

については，福重ら'6)が論述している．そこでは，

成功要因として,場におけるメンバーシップ,アジェ

ンダ，解釈コード（これについては後述する.)，情
報のキャリアをあげている．本研究でも法律系研究

グループと工学系研究グループというメンバーシッ

プ，紛争解決のためのソフトウェアタグというア

ジエンダ，解釈コード，そして定期的な法的問題検

討委員会の開催という情報のキャリアが満足されて

いると考えられることから，場の重要性が確認され

たと言える．

工学系研究

グループ

○
○
○
○
○
○

法的問題検討委
員会

○
○
○
○
○

法律系研究

グループ

○
○
○
○
○
○
○
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研究グループ）

単一の学による産学連携モデル

課

課題解決且宮紛争=裁判=判決

ソフトウェア構築において，法律系研究グループ

が判決を分析し，課題を抽出し，その課題について

工学系研究グループと議論することによって課題解

決に成功した事例を紹介した．このことによって，
法律系研究グループと工学系研究グループの連携の

成功要因を明示し，これを他分野にも展開すること
を提案した．今後は，法律系研究グループが技術的

な課題解決において産学連携の分野に積極的に参加

する枠組の構築について検討する必要がある．

、

係る取扱いに関しては，成果が経費に見合わなかっ

たため紛争に至ったケース20),２１)がある．例えば，こ
の場合に制作の過程を技術的に記録することによっ

て可視化することが考えられる．その際に法律系研

究グループと工学系研究グループが争点を分析する

ことによって，例えば，記録事項をフォーマット化

し，打ち合わせ記録から自動的にデータを取る技術
開発等が考えられる．

複数の学の融合による産学連携モデル

図９複数の学の融合による産学連携モデルの一例

生じた場合,欠陥が明らかで紛争点が明確であれば，
工学系研究グループは最優先にその課題を解決する

であろう．その場合には，法律系研究グループが技

術的課題についてあえて関与する必要は多くはな

い．一方，ソフトウェア構築のように制作過程が見

えない場合は，工学系研究グループだけでは紛争点

が見えないため，法律系研究グループが関与するメ

リットが大きい．

具体的には，可視化の手法を用いる．制作過程の

見えない内容について可視化を行うことによって，
紛争の解決をより早く進めることができる'9)こと

は容易に類推できる．裁判等の紛争において，その

多くの時間を事実認定に割いているが，その一助と

することができるからである．しかし，制作過程の

全てを可視化することは，現実には容易ではない．

その労力は膨大なものになるし，またそれが直接コ

ストに反映するからである．そこで，法律系研究グ

ループの関与が重要となる．法律系研究グループが

紛争を分析し，課題に優先順位をつけ，工学系研究
グループと議論の上，実務上できることとできない

ことを明確にする．自動的にデータを収集できる場

合は導入が容易であろうし，手作業が多くなる場合

は，導入には現場からの大きな抵抗も予想される．

そこで，法律系研究グループと工学系研究グループ

が相談しながら，優先順位と労力を勘案しながら，

可視化の内容を決定していく．システムの目的や規

模によってもどこまで行うべきかの結論も異なった
ものとなる．

上記を図示すると，図９のようになる．左図のよ

うに工学系研究グループのみが課題抽出と課題解決

を行うのではなく，右図のように現在ある紛争につ

いて法律系研究グループが分析し，課題を抽出し，
その結果に応じて工学系研究グループが課題解決を
行う．これは複数の学の融合による産学連携モデル
の一例と言うことができる．

対立構造を取り成果物が見えないものとして期待
される他分野への展開としては，医療現場（医療従

事者と患者との対立）での課題解決，調査委託等の

コンサルティング業務(委託者と受託者の対立)，大
学と企業の受託・共同研究（委託者と受託者の対立

等）での課題解決等が考えられる．ここで，成果に
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